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I.  序 論 。 

本稿は，組織論の 広汎な研究領域のうちとくに 経済 

学における「企業の 理論」と両立・ 対比しうる諸側面 

をとりあ げ，それが現実の 経営現象に，比較相対的に 

どの程度適切な 説明を与えうるかという 点を検討しよ 

うとするものであ る。 筆者の在外研究が 急に実現する 

こととなったため ，議論も充分整理されたものではな 

く，またとくに 前半部分の素材もその 多くを H.A. 

Simon に依拠することになった 0 「研究ノート」たる 

ゆえんであ る。 

議論に先立ち 若干の限定づけをしておかなけれ ば な 

らない。 

(1) ここで「組織 ( の ) 理論」とよんでいるものは ， 

Bamard-S ㎞ on 流のいわゆる 現代組織論 (modem 

o,ganization theory) を指し， 古典的組織論その 他で 

はない。 現代組織論以覚，経済学と 接点は見出し 難い 

からであ る。 また「企業 ( の ) 理論 (theo ヴ ofthef6rm) 」 

は，いわぬ る マイクロエコノミックスにおけるそれで 

あ り， しかもその中心部分のみ 検討がくわえられる。 

ここでの「企業理論」は ，制度派的な 立場を考慮した 

「現代企業論」やマルクス 経済学でとりあ げられる企 

業の理論とは ，もちろん異なっている。 

(2) 最近でこそ組織論と 経済学との間に 相互交流が 

みられるにいたったが ， しかし両者は 伝統的にそれぞ 

れ独自の歩みをしてきたので ，両者が触れ 合うところ 

は必ずしも多かったわけではない。 そこでそもそも 両 

者の橋渡しをする 基本的なモデルの 構築から議論を 始 

めなければならないが ， ここにおける simon の貢献 

はきわめて大きい。 ここでほとくに 2 つの古典的な 論 

文をとりあ げる，すなわち "A Comp 打 ison of Or. 

ganization Theories" と "A Formal Theo ワ ofthe 

Employment ReIations" が，これであ る。 

元 吉 

(3) 本稿の目的は ，すでに述べたように ，「企業の 

理論」と両立・ 対比される側面において ，「組織理論」 

は企業行動にどの 程度妥当な説明を 与えうるかにあ る 

が ，しかしこの ょう なテーマを論ずれば ，おのずと 経 
営学の基本性格したがってまたその 研究基盤について 

も ，議論が及んでゆくことになる。 これは，当初意図 

せざる う ちに導かれた ， 自然のしかし 重要な ， 1 つめ 

副産物といえるかもしれない。 

11. 組織均衡論 

まず Simon における上掲第一論文 (1952) からとり 

あ げよう。 ここではいわゆる 組織均衡の理論が ，企業 

均衡の理論との 対比でとりあ げられる。 

いま企業行動の 展開に不可欠な 機能的存在の 活動シ 

ステムを，より 其体的な次元で 雇用関係に入っている 

か 否かにかかわりなく ，広く「企業関係者システム」 

とよぶことにするなら ぼ ，かかる企業関係者システム 

の理論において ，各関係者は ，そのシステムが 彼らに 

提供する誘因と 引き換えに，システムに 貢献してい 

る 。 このことから ，一方で関係者の 貢献はいわ ぽ シス 

テムの生産要素とみなされ ぅ るとともに，他方では 彼 

に与えられた 誘因はシステムの 生産物とみなされ ぅ る 

のであ る。 例えぼ いま企業家，労働者，顧客おのおの 

1 名から成る，きわめて 単純な企業関係者システムを 

仮定してみよう。 この場合，誘因と 貢献を経済的かつ 

客観的なものに 限定するならば ， つ ぎのような循環が 

そこに見出されるのであ る。 

すなわち購入価格を 通じてもたらされる 顧客の貢献 

は，収益というかたちで 企業家への誘因を 与え，生産 

費の負担という 企業家の貢献 は ，従業員の誘因たる 賃 

金を形成する。 さらに，従業員の 貢献すなわち 労働 

は，顧客の誘因であ る商品に転換される。 

ところで各関係者は ( 彼の効用で計量きれた ) 貢献 
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に 対する誘因の 超過分からひきだされる 満足 ( あ るい 

は効用 ) が，そこを去る 場合に獲得し ぅ るであ ろう満 

足よりも大であ る限り，そのシステムに 関係しつづけ 

るであ ろうと考えられる 0 したがって，そこにみられ 

る満足関数の 原点は，「関係」ということについての 

機会原価 (oppo 丘 unity co ま ) によって定義される。 

いま， ズ をもって成分し 1, ヱゎ ", ち んの べ クトル 

を，Ⅹ三 % もって，すべてのⅠについて 功二 % であ 

りまた少なくとも 一つの i について 鰯ノ 切なること 

を， ス 三 % をもって ガ三ひ あ るいはⅩⅠ 迂 なること 

を ，それぞれ示すものとする。 またすべての 関数につ 

いて，連続性と 微分可能性の 条件が満たされていると 

仮定する。 

満足関数凡の 集合を 

SI=Si( ヱ 1,.@, こ の ノ 1,", ノ m) 

Ⅰ㌫ ( ズ ， y) ㏄ =  1,"  尭り (n-i) 

ような解こそ ，一方，企業関係者システムにとって ほ 

それが崩壊しないことを 保証するための 条件を意味す 

るとともに，他方，関係者個人にとっては ，なぜみず 

からシステムの 中の一員として 行動するかを 説明す 

カ あ るいは権 限受容の根拠を 表わすも 

のにほかならないのであ る。 

このようにして 組織を存続させていくためには ，各 

関係者に少なくとも 負ならざる満足が 与えられるよさ 

に，協働の仕方が 工夫されなければならないのであ 

る。 しかしながらただちに 明らかな よう に， この ょぅ 

ないわぬ る 「組織均衡の 条件」だけからでは ，誘因と 

貢献との値がいかに 決定されるかということについ 

て，なんら一義的な 解は与えられない。 そこでつぎに 

複数の関係者からなる 企業関係者システムという 想定 

をそのまま保持しながら ，そこに最適性の 概念を付加 

することによって ， 式 ( Ⅱ -6) における解の 範囲をいっ 

とし，制約条件の 集合を 

Hi( Ⅹ， n) 二 0 <J=  l,"  , 劫 (n-2) 

とする。 

式 ( Ⅱ -1)  および ( Ⅱ -2)  において，Ⅹの 成分は， シ 

ステムの関係者によって 与えられる各種の 貢献にほか 

ならず，また ア の成分は，各関係者によって 受け取 

られる誘因を 表わしている。 

式 ( Ⅱ -2) を満たすよ，Ⅱの 二つの べ クトルを「達成 

可能」と呼ぶことにする。 同様に，あ る達成可能な 

ぽ ， r) に対して式 ( Ⅱ -1) を満たすような S を達成可 

能なべクトル S と呼ぶことができる。 なおここです 

べての達成可能な S とあ る有限の K 互 0 ほ ついて， 

S 峯 K を想定する。 

式 ( Ⅱ -2) を ゐ 個の変数について 解き ( 残余はⅠ 亡 

笏干 れ一切，その 値を式 ( Ⅱ -1) に代入すると 次式 を得 
  

そ う 狭めていくことにしょう。 

さて一般に一義解を 得るには，上述した 達成可能性 

や生存可能性という 限定づけのほかに ，さらにⅠ個の 

独立した付加的な 制約条件が必要となろ う 。 ところ 

で，これらの 付加的な制約条件は ， システムの関係者 

がおのおのみずからの 満足をできるかぎり 大ならしめ 

ようとするという 仮定から導かれるが ，この種の限定 

づけをここで 最適性条件と 呼ぶ。 われわれがこれから 

上ヒ校 しょうとする「組織理論」と「企業理論」は ，そ 

れぞれのなかに 導入される最適性条件の 種類によっ 

て，相互に区分される。 したがってつぎに ，これら 2 

つの理論を順次検討してゆかなければならない。 

(A) 組織理論 

さて組織の理論は ，一般に最適性よりも 上述した 存 

統性 にいっそうの 関連をもつものではあ るが，ここで 

最適性について 考えてみるならば ，それは二つの 判定 
る 。 

5i=S Ⅱ Z1,-JZr) ㏍ =1,. 。 ，タ )  ( Ⅱ -3) 

ただし， ZJ は残余の独立変数とする。 あ るいは， Zi 

はつぎのようなパラメークであ るとも考えられる。 

功二 %( 勿 (n-4) 
凹 二 % ぼ ) 伍 =1," 出 ; 1=1,", 肋 ( Ⅱ -5) 

もしも 次式 のように達成可能な S が ， 少なくとも 

一 つは 存在するならば ， 

S 臣 0 (n-6) 

系 ( Ⅱ -D) ～ ( Ⅱ -2) は，「生存可能 (viable) 」であ ると 

いい， S の値を「生存可能」 解 と呼ぶ。 ところでこの 

基準をもっている。 すなわち，第一 は 弱い (weak) 厚 

生基準であ り，第二は，あ る特定のⅠ番目の 関係者が 

生存可能 解 全体のなかから 彼の選 托 する解を見出しう 

る場合に ， 彼によって与えられる 判定基準にほかなら 

ない。 

式 ( Ⅱ -3) の 解 S は， S 上 S となるような 他の解 S, 

が 存在しない場合に ， 弱い意味で最適であ るという。 

もし関数が微分可能であ り， 凸 (convexity) であ ると 

いう条件が満たされるならば ，その最適 解は ，ラグラ 

ンジュ乗数を 用いて求めることができるであ ろう。 す 

なわち ん を 非 負の定数として ， 
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を 考えると，最適 解は， 乏の変化に関して ア を最大 

化する解であ る ぼ ・ C. Koopmans(1951)]. 

Ⅰを最大化する 必要条件は ， 
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(n-8) 

この式は ，スの 関数として乏を 定める ァ 個の条件をあ 

たえる。 式 ( Ⅱ -8) は ， 為における 1 次の同次式であ る 

から， スは 任意のスカラーを 乗じたかたちでしか 定め 

られない。 したがってそれは ， ( ター 1) の自由度をも 

つ。 

こうして ( 戸一 D) 個の補助条件，たとえ ぼ ， 

St=D 。 ，定数 (i キ屋 ) (n-9) 

目の関係者によって 操作される変数を 側 け ( ブ =1,", 

用 ) と表わし， かつすべての W 打は ，すべての (i, 力 

は ついて相異なると 仮定する。 したがって変数竹村 

は， Si に登場する ヱ あ るいは ノ のうちの 1 つと同一 

であ る。 

企業家を除く 各関係者は，次の 行動ルールすなわち 

彼のあ を変数竹切 ( ブ %1,", が ) に関し，他の 変数を 

固定したものとみなして ，最大化するというルール ， 

を採用する。 かくして 次 式を得る， 

棚チ Ⅰ 0  。 i 二 2,", タガ ニ ，， ".,pi) 
(n-lo) 

この最大化の 手順によって ， ( 企業家以外の ) 関係者 

が操作する変数を 残りの変数で 表現する 1 組の方程式 

を 付加することによって ， Z は一義的に決定されるに 

いたる。 ただし礒の要素は ， S の達成可能性を 満た 

す   つまり式 ( Ⅱ -9) が式 ( Ⅱ 丑 ) および式 ( Ⅱ -2) に矛 
盾しない   ように選ばれるものとする。 Dt Ⅰ 0 (i キ 
m) に対応する 解 ，これを 施 番目の関係者に 対する最 
適 解 と呼ぶ。 この場合，加番目の 関係者は ， 必ずしも 

いわぬる企業家だけにかきられない。 組織の理論にお 

が 導かれる。 これらの方程式は 企業家の生産要素と 製 

品に対する，「供給関数」と「需要関数」であ る。 

さいごに，企業家はⅩおよびⅡの 関数たる S1 を， 

方程式 ( Ⅱ -2H によって示される 技術的制約条件と 企業 

家以外の関係者が 課す 式 ( Ⅱ -10) の制約条件とのもと 

に ，最大化する。 Z,,",Z, をいま， ( Ⅱ -2) の た 個の 

方程式と ( Ⅱ -10) の p Ⅰ S 卍 個の方程式によって 除去 
ィキ 、 

いては，企業の 理論の場合と 異なり，各関係者はより 

対称的な取扱いをうける。 そしてこの，より 対称的な 

各関係者の間に ，相互に誘因と 貢献の交換が 展開され 

るのであ る。 

(B) 企業理論 

ここにおける 企業の理論は ，オーソドックスなあ る 

いはトラディショナル 社 経済学のテキストに 示されて 

いるようなものにほかならないのであ るが，そこでは 

企業家に対しあ る生産関数，生産要素の 供給関数，製 

品の需要関数が 提示され，また 企業関係者間に 限界 単 

位で交渉が行われるよ う ，生産要素・ 製品の双方につ 

いて完全な可分性が 仮定される。 したがって完全競争 

および製品差別化をともなう 不完全競争は ， このモデ 

ルのなかに含められるが ， しかし寡占理論およびゲー 

ム論的アプローチは ， これに含まれない。 また企業の 

理論においては 通常，関係者のうちの 1 人たとえ ぼ第 

Ⅰのそれを「企業家 (entrepreneu,) 」とよび，彼に 特別 

の位置づけが 与えられている。 

さていま満足関数あ に含まれる変数 ヱ ，， ", ヱ ", 笑 ， 

…， vm が ，つ ぎの 2 つの集合すなわち㈲ 第三番目の関 

係者が「操作する」変数と ( 口 ) 彼が「固定している」と 

みなす変数に ，分類できると 仮定する。 そして 第 ， 番 

された変数以外の 残りの変数とするなら ぼ ， 

&=5l(Zl ， - ， Zr) ( Ⅱ -11) 

およびⅠ個の 方程式 

， ⅠⅠ (n-i2) 
一一一一 aSlI 0aZt 一 ㏄二丁，・‥ 

を 得る。 

企業家はこの 緒においてきわめて 特殊な役割を 果し 

ているので，この 解は彼にとって 最適なものであ ると 

みることができる。 しかしこの緒には 企業家以外の 関 

係者の最適化行動も 含まれているから ，この解が組織 

理論における 企業家の最適 解 とかならずしも 一致する 

とはかぎらない。 

I11.  権 限機構 輪 

つぎに第 2 論文 (1951) をとりあ げよう。 ここでは組 

織理論における いわ める「権 限機構」が，経済学にお 

けるいわゆる「市場機構」と 対比される。 

まずあ らかじめ基礎概俳を 明らかにして お かなけれ 

ばならない。 さて周知のごとく ，われわれが 特定の サ 

一 ヴィ ス ( 物 としての財もわれわれはそれがもつサ ー 

ヴィ ス を使用するために 購入する ) を獲得する道は 2 
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つあ る。 すなわち 第 Ⅰは，販売契約によってであ り， 

第 2 は雇用契約によってであ る。 例えぼ 家が欲しい場 

合，販売に出されている 家を入手することもできる 

し， また家をつくる 人を雇用することもできる。 この 

場合「販売契約」とは ，価格理論の 財取引で想定され 

ているところのものにほかならないが ， それはつま 

り，一方の当事者は 他方の当事者によって 約束された 

あ るものに応えて ， あ る特定の対価を 支払うことを 約 

束する，というものであ る。 買手は，きめられた 金額 

を 支払うことを 約束するが，売手はそれに 対し完全に 

指定された商品を 特定量提供することを 約束する。 ま 

た売手は， その商品がいったん 売却されたあ とは，そ 

れがどのように 使われるかについてなんの 関心ももっ 

ていない。 

このような販売契約に 対し，雇用契約とはいったい 

どのようなものをいうのであ ろうか。 権 限 (authority) 

関係つまり雇用契約によって 生ずる関係は ， Bamard- 

観 mon 流のいわゆる 現代組織論によれ ば ，操作的につ 

ぎのように定義される。 まずあ る当事者 W  が職務上 

遂行する特定行為 ( 手紙をタイプしたり ，煉瓦を積ん 
だり， その他 ) を ， 彼の「行動 (behavior) 」とよぶこ 

とにしまう。 つぎに W  がとり ぅ るすべての可能な 行 

動パターンの 集合を考え，その 集合のなかのⅠ つめ要 

素をェ で表わすことにする。 このように想定したう 

えで，もしも W が他の当事者 B による ヱ の選択を 

許容するなら ぼ， B は W  に対し権 限を行使している 

と称する。 換言すれ ば W は ， 彼の行動が B の決定 

によって定められるとき ， B の権 限を受け容れている 

のであ る。 これがすなわち 現代的な「権 限」概俳にほ 

かならない。 ところで W は一般に， 無限定に B の 

権 限に服するわけでないことは 当然であ ろう。 逆にい 

えば， 簗 すなわち B によって選択された て が，すべ 

ての可能な値のなかで 特定の部分集合にれを 組織論 

的に「受容 圏 」あ るいは「無関心 圏 」と称する ) に属 

する場合にのみ ， W は権 限を受容する。 

さてさ いご に ， W  が B の権 限を受容することに 同 

意し ， B が W に対し所定の 対価 (W) を支払うことに 

同意するとき ，われわれは ， W  は B と雇用関係を 結 

ぶとよぶのであ るが， このような契約は ，先に言及し 

た販売契約と 墓木的に性格が 異なっている。 すなわち 

その 1 は，一方の当事者 B は ( 販売契約における 買手 

と同様に ), きめられた特定の 対価を支払うことを 約束 

するが， しかし他方の 当事者 W  は ( 販売契約におけ 

る 売手と異なって ), 完全に指定されたものを 特定量 

提供することを 定めているわけではないという 点であ 

り，その 2 は，販売契約において 売手は販売されたも 

のがその後ど う 使用されるかに 無関心であ るのと異な 

り， W  は B が彼に対し何を 要求するか ( すなわち B 

によっていかなる ヱ が選択されるか ) に重大な関心を 

もっているという 点であ る。 

なお上述したところにおいて ，販売契約を 成り立た 

せている「あ るもの」が通常は 財であ るのに対し雇用 

契約のそれが 労働力であ る 点 ，また販売契約では 当事 

者が売手・買手と 通常よばれるのに 対し，雇用契約で 

はそれを上司・ 部下あ るいは使用者・ 従業員と よ ばれ 

ていることはおのずから 明らかであ ろう。 

さてそれでは ， もし 2 人の当事者が 合理的に行動し 

ようとするならば ，彼らはいかなる 状態のもとで 販売 

契約を結び，またいかなる 状態のときに 雇用契約を結 

ぶのであ ろうか。 また双方の契約関係は 相互にどのよ 

うな関係にたつのであ ろうか。 つぎにこれらの 点を検 

討してゆくことにしょう 0 しかしそのためには ，満足 

関数と優先緒 は ついて論及しておかなけれ ば ならぬ 

い 。 

(A) 満足関数と優先解 

いま B と W  が， それぞれのもっ 満足関数を最大 

化することを 考えよう。 各人の満足は ， 次の 2 つの要 

因によって規定されると 仮定する。 

㈲ 選択される特定の x (W にとってはこれは ，例 

えば彼の仕事を 行なう上での 快適さを決めるであ ろう 

し， B にとってこれは ， w  の労働から生産される 製 

占，を 決定する ) 

( 口 ) 授受される特定の 賃金にれを砂とする ) 

また満足関数はそれぞれ ，次のように 表わされると 

想定する。 

瀋 Ⅰ 二 Fll( ヱ ) 一 %W (ffl-l) 

胡 =Ft( ヱ )+ 砂 辺 (ffl-2) 

ここで S,, あ はそれぞれ B および W  の満足を示 

し ， w じ 0) は B から W  に支払われる 賃金を示す。 

当事者それぞれにとって ，この契約に 参加する機会費 

用は ，各々の満足関数の 原点を決定するのに 利用され 

る。 つまりもしも W が B と契約しなければ 凡主 0 ， 
㌫ 二 0 であ る。 さらに通常の 状況下では， ヱの 適当な 

範囲において ，丑し } 芽 0 ， 瓦 (x) 屯 0 ， dl ノ 0 ， 他ノ 0 

と仮定することが 妥当であ ろう。 

もしも B  と W  とが合意に到らないなら ぼ，凡 Ⅰ 
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続 =0 であ るので，合意が 得られた場合には ， 凡ン 0 ， 

続ン 0 が成立すると 考えられる。 これらの条件を 充た 

す上組の ヱと 砂が存在するとき ，そのシステムは 

「生存可能」であ るとよぶ。 この条件は，次のように 

表わすこともできる ， 

Fll( ヱ ) 矛 aWW (ffl-3) 

一 F2( ヱ ) く d2to (ffl-4) 

これら 2 つの不等式は ， 

由 Fl ン の alW ン一 alF2 (ffl-5) 

が成立することを 意味している。 逆にあ る て に関し 

て ，もしも 02Fl( めン 一向 F2( ヱ ) であ るならば， (T- 

5) が成り立つようなあ る W( 功 0) をつねに見出すこと 

ができる。 したがって (T 巧 ) は，雇用関係のシステム 

が生存可能であ るための，必要にして 充分な条件であ 

る。 

以上われわれは ， R と W  が合意するには ，生存可 

能性 ( つまりこの合意が 両者にとって 有益であ ること ) 

の条件が ， 充たされなければならないと 述べてきた。 

ところで一般的にいって ，あ る合意が成立するとして 

も ，その合意は 一義的に得られるわけではないであ ろ 

う。 すなわち生存可能 解 が存在する場合それは ， ( ヱ ， 

W) 空間において 不等式 ( Ⅱ -5) をみたすような ，そう 

いったあ る領域のなかに 存在するのが 普通であ って， 

例外的な場合にのみこの 領域が，あ る一点にまで 退化 

することになる。 ( 図 1 参照，この図では ヱ の集合が 

スカラ一変数で 示されている。 且 ， あ は て について 

連続であ りて ニヱ 1, ヱニヱ 2 のとき，それぞれ 極値をと 

る。 したがって斜線部分が ，生存可能領域であ るの 

より強い合理性の 条件は，次のような 要件であ る。 

それは， B およびⅣに対し 第 10 合意 ( すなわち 点、 

に，援 りが満足 り， ， S2) を， 第 2 の合意が満足 (S,,, 

Ⅴ ， ) を 宇 えるとき， もしも 5 、 才 ㌣ ，， 3 才Ⅴ 2 で あ り， 

㏄ 

S2%0 

笘 l 

俺ロ Ⅰ 

これら 2 つの不等式のうち 少なくとも一方が 真の不等 

式であ るならば，第 1 の合意が第 2 の合意よりも 選好 

されるというものであ る。 したがって第 2 の解を，劣 

後 経 とよぶことにする。 いかなる解に 対しても劣って 

いない解の部分集合を ，「優先」解の 集合とよぶこと 

にする。 

さてここで，関数 T ㏄， W) を次のように 定義する。 

T し ， 胡 =aiSl し ， 械 千街 52 は， 援 ) 

二の Fl( ヱ )+ 佑 F2( ヱ ) 二 T( ヱ ) 

( 皿 -6) 

[ 定理 ] 優先解の集合は ， T(x) を最大にする 点は， 

W) の集合であ る。 

[ 証捌 この証明の詳細は ，論旨の展開に 直接深く 

はかかわらないので ，また厳密な 証明を求める 者は ， 

容易に S ㎞ on の論文 (1951) を参照することができる 

ので， ここではその 基本的な方向のみを 示せば，以下 

のようになるであ ろう。 すなわちいま Tm を T( ヱ ) 

の 最大値とした 場合，㈲もしもし ， W) において T 

( ヱ )=TWm であ るならば， し ， W) よりも選好される 点 

は 存在しないこと ，および 倖 ) もしも ( メ ， 辺 ， ) において 

T(   :) く Tmm であ るならば， ( メ ，が ) よりも選好され 

T(x)=Tmm を満たすような 点は，胡が存在するこ 

と， これら 2 つを証明することこれであ る。 

さてこれまでの 議論では B と W  の双方にとって 

0 合理的手順は ，まず 選 好される ヱ を決定し，つぎ 

に 胡 および あ を定めるべく 砂について交渉すると 

いうものであ る。 もし彼らがこの 手順に従が う なら 

ぼ ，「販売契約」に 到達するであ ろう。 この契約にお 

いて W は特定の行為し 0) を，合意した 価格 (W0) の 

代償として遂行することに 同意する。 

(B) 権 限機構と市場機構 

ところでいま ， ヱ がもたらす B および W  の満足 

Fll{x), F@(x) が，両者が合意しなければならない 時 

点で，確実には 判明しない場合，換言すれば W  は， 

B のために，将来あ る行為をしなければならないが 彼 

らが合意に達する 時点では，将来の い かなる行為がも 

っとも有利であ るかが知られていない 場合，当事者は 

取引をどのように 進行させていくのであ ろうか。 この 

ような場合にとりうる 方法は 2 つあ る。 

㈲ 各て にかんする Fl( ェ ), F@2 は ) の 確率分布関数 

を知ることができるならば ， T ㎏ ) 0 期待値を最大化 

する方法で，いかなる ヱ が最適であ るかを推定する 

ことができしたがってかれらは ， この特定の ヱ をⅣ 
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が ( 特定の賃金 卸で ) 遂行する契約を 結ぶことができ 

るが，しかしこれは 本質的には，不確実な 結果の代わ 

りに数学的期待値が 用いられる販売契約の 手順にほか 

ならない。 

㈹ ) B および W は，特定の賃金田 が B から W 

に 支払われること ， ならびに 卸 決定後 " すべての上 

について且は ) と且 (x) の実際 値 が判明したらとの 

時点で " 特定の ヱ を選ぶための 特別の手順に 対して 

同意すること ，ができるであ ろう。 この W の決定に 

つづく ヱ の選択のためのもっとも 一般的な手順は ， B 

があ る特定の集合Ⅹから 苗を選択することを W  が 

認める ( つまり W が B の権 限を受容する ) ことであ 

る。 したがって B はおそらく彼にとって 最適な メ つ 

まり，卸がすでに 定められているので ， Fl(x) を最大 

にするりを X のなかから選択するであ ろう。 ところ 

でこの ょう な手順こそ，既に 定義した「雇用契約」に 

ほかならない。 

ところで，契約交渉の 時点で 凡と 几は各要素 ヱ 

に ついて，既知の 同時確率密度関数 : ㎡ Fll, Fs; めピ 

正は 珪をもつとしよう。 期待値演算子 E を通常用い 

られているように 定義すると，固定された よ について 

E[.T(x)]=E い a 且 (x)+al 昂鯖 )] 

=0, 別 Fl( 」 ェ )]+ 佑 E[ 邑し )] 

(fTT-7) 

が 成り立つが，以下これを 用いて販売契約と 雇用契約 

の双方を考えよう。 

[1] 販売契約 : この場合には 契約交渉時に B と W 

は ， E[.T(x)} を 最大にするような 特定の上について 

合意し，かつ 満足の総量をかれらの 間で分配するあ る 

卸の値について 合意する。 この手順の利点は ，数量 

的に m ぬ， E[ 「 (c)] で測定することができる。 

[2] 雇用契約 : この場合にはまず ，契約交渉時に B 

と W  は ， B がのちにそこからあ る ヱ を選択する 

であ ろう集合Ⅹに 同意し，かつ 満足の総量をかれら 

の間で分配するあ る卸の値について 合意する。 つぎ 

に， 且 (,c) と毘 (x) とが確実に知りうる 段階になった 

ときに， B は 且 (z) を最大にするようあ る ヱ を選択 

する。 すなわち彼は m ぬ x 佃ヱ丑 (c) を選択する。 

この手順の利点は ，数量的に次 式 によって測定するこ 

とができる。 

T ヱ Ⅰ E り Fll は m)+ 仰 F@( ヱ m)]  (nI-8) 

ここに て れは，Ⅹのなかで Fl ㎏ ) を 最大にする ヱ の 

値であ る。 

さて優先 解は ついて既に示した 考え方を一般化すれ 

ば，「優先」集合 X を ， T ヱが 最大値をとるような 集 

合として定義することができるが ，このような 選好集 

合についての 考え方は ， B の W  に対する権 限の範囲 

( つまり Ww の 受容 圏 ) を決定する合理的根拠を ，われ 

われに提供してくれる。 しかも経済学における 市場機 

構の中心たる「販売契約」は ， Ⅹが唯一つの 要素を含 

むような特定の 場合として，組織論における 権 限機構 

の中心たる「雇用契約」のなかに 包含される。 かくて 

すべての集合に 対する maxT ヱ と単一要素集合に 対 

する 血 axTx との差異は ， @lCr), F@(,c) の特定の分 

布関数についての ，販売契約に 対する雇用契約の 有利 

性の測度を提供する。 

IV.  比較の考 京 

以上 Simon 論文を通じ，組織理論と 企業理論とを 

比較・検討するための " 思考の枠組み " を示してきた 

が，それではここからどのようなことが 導かれるので 

あ ろうか。 つぎにこの点を 考察することにしたひ。 

まず 第 Ⅰに組織均衡論がきわめて 重視している 点、 

は，いわゆる「生存可能 解 」であ る。 ( 企業理論でい 

えばこれは，正の 利潤をもたらす 生産量にほかならな 

い． ) 組織均衡論も 当然のことながら ，最適性を云々 

する場合は大いにあ り ぅ るが， しかしそれは 特別の場 

合に限られる。 他方企業均衡論は ，生存可能 解 のなか 

から，企業家の 満足をあ る意味で最大化する 解のみを 

選び出す。 厳密に検討すれば ，たしかに組織均衡論に 

おける最適 解 が企業均衡論における 最適 解 と同一の場 

合 ( すなわち完全競争の 場合 ) もあ り ぅ るが， しかし 

それを除けば 組織均衡論の 方が企業均衡論を 部分理論 

として包括する 一般理論であ ることは明らかであ る。 

現実の企業行動を ，研究者があ るいは実務家が 検討す 

る時 ，それは改めて 指摘する迄もなく 正の利潤をあ げ 

ている ( あ るいはあ げようとしている ) 時の企業行動 

を問題としているのであ って，その極限的なかたちに 

おける利潤最大化の 状態だけを問題にしているわけで 

はない。 もちろん経済学の 立場からいえば ，各経済主 

体の最適化行動を 通し主体間にいかなる 資源配分が実 

現ずるがを検討することこそ 最大の研究課題であ ると 

すれば，企業の 理論が最適 値 のみに注目することほ ま 

っ たく当然であ るといわなけれ ば ならない。 しかしそ 

れであ るからこそ企業の 理論は，経済学の 基礎であ り 
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えても経営学の 基礎たりえないのであ る。 逆にまた組 

織均衡論における 生存可能 解は ，企業関係者における 

資源配分の問題に 対しては，一意解を 与えることはし 

ない 0 経営学があ るいは組織論がもともとそのような 

ことを研究課題として 設定していないからにほかなら 

ない。 

つぎに第 2 に，企業の理論は ，企業関係者のうち 

「企業家」という 関係者のみを 特別に重視する。 換言 

すれ ば 明示的に取扱われるのは 企業家のみであ って， 

それ以外の関係者すなわち 従業員や顧客は ，非明示的 

にのみしかも 受動的な " 条件。 としてのみ，理論の 中 

に組み入れられているにすぎない。 他方組織の理論に 

おいてはすでに 指摘したごとく 各関係者ははるかに 対 

称的にあ るいは対等に 取扱われる。 したがってここで 

は各関係者は 互いに相手を 単なる " 条件。 とは考えて 

いない。 勿論この場合も ，企業家のみを 重視するモデ 

ルをつくることはきわめて 容易であ るが，組織均衡論 

においては，それを 予め決まったものと 前提してしま 

うことはしない。 かくしてここにおいても 組織均衡論 

は ，企業均衡論を 部分理論として 包括する，より 一般 

的な理論となっていることは 明らかであ る。 そしてこ 

の場合もまた 両 理論の妥当性の 比較は，現実との 対比 

において検討されなければならない。 換言すれば実際 

の場面において ，企業の理論のように 企業家にとって 

の 最適 解 のみを考慮すべきなのかあ るいは組織の 理論 

のように企業家以外の 関係者も能動的に 行為者たり ぅ 

ると考えるべきなのかが 検討されなけれ ば ならないの 

であ る。 しかるに，団体交渉のもとでの 賃金決定理論 

を含む売手独占 一 買手独占の理論や ，企業家が受動的 

(passive) 対抗者と直面するのではなく 能動的 (active) 

な 対抗者と直面するような 寡占理論の発展は ， 明らか 

に組織論的定式化の 方向を目指している。 近時におけ 

る組織間関係論の 著しい発達は ，い わゆる産業組織論 

をも包摂した 一般理論を，組織論のサイドから 構築し 

ようとするものにほかならない。 

第 3 に，前述したところからも 明らかなよ う に企業 

の 理論のなかに 従業員 ( 賃金との交換に ， 自らの労働 

力の提供を約束する 人 ) が登場してくるのは ，明瞭に 

区別しうる 2 つの状況においてであ る 0 すなわちかれ 

らは，まず労働力という 生産要素をあ る価格で販売す 

る，そして労働力を 販売した後つぎの 状況では，企業家 

によって利潤を 最大にするように 使用される，いわば 

完全に受動的な 生産要素となってしまうという 状態が 

これであ る。 ところで雇用契約と 労働力管理の 問題を 

このように理解することは ，きわめて高度の 抽象化を 

ともなっている。 そのため現実の 世界でみられるもっ 

とも際立った 経験的事実すなわち 販売契約 ( 市場関係 ) 

に対する雇用契約 ( 権 限関係 ) の存在とその 特徴とを 説 

明 できない。 換言すれ ば ，労働力を含む 生産諸要素を 

実際に管理する 場合に見られるもっとも 重要な特徴 

( つまり不確実性の 取扱問題 ) を，説明できない。 企 

業の理論で開発された 行動主体間の 関係は，市場機構 

といわれ，それは 売手・買手の 双方に契約交渉時点 

で，取引されるものの 内容が特定されることが 前提に 

なっている。 したがって契約時に 厳密にその内容を 特 

定化しえない 場合，あ るい ほ 特定化しない 方が望まし 

い場合には，当事間の 関係を描きだすことは 著しく 困 

難 となる。 しかるに組織の 理論は，当事者間の 関係を， 

取引されるものの 内容を契約締結時に 厳密に特定でき 

ない場合を主にして 研究してきた。 いわぬる権 限関係 

これであ る。 もちろん経済学が ，制度的に組織 問 関係 

を研究対象にし ，組織論が組織内関係の 問題を研究対 

象 としてきた経緯上，このような 力点の相異が 生ずる 

のは当然であ るとしても， Simon の第二論文に 示さ 

れたごとく，権 限関係 ( つまり雇用契約 ) と称せられ 

る交換 (exchmge) 関係の内容が ，市場関係 ( つまり 

販売契約 ) と称せられるそれを 1 つの特殊ケース と 

して含む， より一般的なものになっている 点は，十分 

に注目に値しまう。 この面でもまた 組織論の広汎な 相 

対的適用可能性を 指摘しうるのであ る。 しかもまたこ 

のような，将来に 対する未知あ るいは不確実性を 射程 

に 入れた考え方をとってのみ ，労働力といったような 

あ る意味で内容不確定な 取引対象について ，雇用関係 

の契約条項，雇用者の 権 限範囲，従業員の 受容 圏 とい 

った現実の諸事実の 存在を明らかにすることができる 

のであ る。 

以上，企業の 理論と組織の 理論が交錯するもっとも 

重要な 3 点を指摘し，その 比較を行なってきた。 その 

場合組織理論のモデルは ，企業理論のモデルとの 対比 

を可能にすべく ， しばしば全知的経済人的人間像に 

れには，合理性の 完全さにかかわる 特定の仮説と ， 動 

機内容に関する 特定の仮説とが 含まれる。 動機内容に 

関する仮説は ，例えぼ 組織論では人間は ，組織内にお 

ける対人的な 相互作用そのものからも ，満足を得ると 

考えるが，これに 対し経済学における 人間は，組織なる 

もの純粋に，私的な 満足を得る用具 (instrument) にす 
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ぎないと考える。 合理性に関する 仮説については ，後 

により詳しく 論ぜられる。 ) をあ えて仮定してきた。 

そのような前提にたってさえ 両者の比較の 結果は明ら 

かであ って，この点はふたたび 繰 返すまでもないであ 

ろう。 しかし逆に，組織理論の 一般性は，つぎのよう 

な 批判を招く可能性も 存在する，すなわちそれは ，唯 

一解を導出していた い ではないか， と 。 しかしこの論 

点についても ，前述したごとく 現実との対比で 理論の 

妥当性を判断すべきこと 当然であ ろう。 企業の経営行 

動は， しぼしぼ安易に 想定されているよ う にそんなに 

一義的であ ろうか。 各企業の行動は ，現実には，それ 

ぞれの独自性をもつがゆえに ，それを自らの 生存基盤 

として存続しているのであ って， そのようなⅡ eXibil- 

ity を許容しないモデルは ， 少なくとも経営学的には 

意味をなさない。 一般的にいってマイクロな 現象は ， 

マクロ的現象よりもはるかに 予測が困難であ って ( 例 

えば天文学は 何十年も将来の 日食を正確に 予見しうる 

が，気象学では 明日の天候さえ 正確に予見しえない。 

後者の場合，研究対象そのものが 複雑であ るからにほ 

かならない。 ), 企業行動の説明に 際しても同様のこと 

が あ てはまる。 そしてそのような 状況下においては ， 

唯一 解 よりも集合的な 解を与える定式化の 方が，現実 

をよく説明し ぅ るし，また高度の 理想化から生ずる 企 

業行動の過度の 単純化をも避けることができる。 

筆者は，経済人という 理想型 (ideal types) が，経済 

学上の多くの 問題解決にきわめて 有効であ ろう点に， 

いささかの異論をはさむ 者ではないが ， しかし経営学 

が扱 う 問題は概して ，この特定の 理想化が不適当な 性 

質をもっていると 考える。 非常に大づかみなマクロ 径 

済 学の問題から 日を転じ，個々の 企業行動をあ る程度 

詳しく検討したひと 思 う なら ぼ ，たちどころにいろい 

ろな限界が現われてくるからであ る。 例えば，前掲 第 

Ⅰ論文にかかわる 論点でみれ ば ，寡占の場合の 現実の 

企業行動は，唯一解を 導かず，逆に 生存可能解の 集合 

を 導くことが明らかになった。 このような状態から 脱 

却し網の一意性を 回復しようとすれ ば ，結局は新たな 

仮定を追加しなければならず ，そのため，現在の 経済 

学のテキストでは ，唯一輝に収 飲 せず数多くの 解が並 

置されることになる。 いわく共謀の 解，クールノ 一の 

解 ，シュタ ッ ケルベルクの 解 ，ゲームの理論の 解，ス 

ウィージ一の 解 ，その他等々。 また例えば，第 2 論文 

にかかわる論点で 問題をとりあ げてみるならば ，通常 

の市場関係に 含まれる考え 方を，不確実性あ るいは 将 

来 に対する未知の 状況に拡張することは ，容易でない 

ことは明らかであ る。 これに対し権 限関係に含まれて 

いる考え方は ，不確実性が 存在する場合，雇用者は 従 

業員に何を行わせるかの 決定を延期する 方が有利であ 

り， また従業員がいかなる 仕事を行なうかについて 

は ，一定の範囲内では 事実上無差別であ ると主張する 

ことにより，説明しようとする。 このような「時間」 

に対する一種の 流動性選好説は " 労働力 " という取引 

対象以外に，多少なりとも 不確実な内容をもつものに 

対して，広範に 適用し ぅる 交換関係なのであ る。 

V.  「意思決定」の 五悪性 

以上若干の紙面を 費して，組織の 理論と企業の 理論 

との比較あ るいは対比を 行なってきた。 とりあ げられ 

た 3 点がきわめて 重要な側面であ ることはいうまでも 

ないが， しかし比較は 勿論これらだけに 限られるわけ 

ではない。 もっとも重要な 対比は，むしろ「意思 決 

定 」に対する考え 方に見出されるからであ り， しかも 

この側面こそ ，前述した相異 点 のさらに奥深いところ 

に横たわる，基礎的な 事柄なのであ る。 以下この点に 

少しく触れることにしたい。 

さて「意思決定」に 関しここで論及したい 点は ，次 

02 つのであ る。 その第 1 は，経営学における 意思決 

定過程研究の 重要性についての 指摘であ り，その第 2 

は，意思決定過程において 人間が追求し ぅ 6 合理性の 

限界についての 議論であ る。 まず前者の問題からとり 

あ げることにしまう。 

周知のごとく 経済学は，経済主体間の 相互作用とそ 

の結果現れる 状態とを理解しようとする。 資本主義経 

済とくに分権 的自由企業体制を 前提とすれば ，それは 

価格機構ないし 市場機構をもって 展開されるから ， 市 

場 機構のワーキングこそ 究極ともい う べき研究対象と 

なる。 これに対し経営学は ，企業という 個々の経済主 

体 そのものを研究することを 課題としている。 現代の 

企業は典型的には ，個々の人間の 営為から成る 組織を 

もって展開されるから ，組織機構のワーキンバこそ 究 

極 とも 称 すべき研究対象となる。 個々の経済主体がい 

かに行動するかを 具体的に理解することなく ，経済主 

体間の相互作用が 明らかにせられないのと 同様，経済 

主体間の相互作用を 考慮することなく ，個々の経済主 

体が行動をひきおこすことも 想定しにくい。 かくして 

経営学と経済学は ，相互に補完関係にたっ ( 経営学と 
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補完関係にあ るものは， もちろん経済学だけに 限られ 

ない ) ことによって ，はじめて実りあ る学問的進歩が 

約束される。 しかしこのような 主張は当然であ るとし 

が 無言の存在でない 時，いかに直ちにその 問題処理に 

スマートさを 欠くかはすでにみて 来た通りであ る ( な 

おゲームの理論についてはこのすぐ 後で触れる ) 。 個 

ても，経営学が 個々の企業の 行動を明らかにすること 

に最大の力点が 置かれることは ，改めて十分に 留意せ 

られなければならないし ，また個々の 経済主体あ って 

のそれら相互間の 取引であ って， その逆ではないこと 

も十分に留意せられなければならない。 

さて経済学が 経済主体間の 相互作用の帰結を 最大の 

課題としているならば ， さしあ たり個々の企業につい 

ての理解はラフでよいことは 当然であ ろう。 かくして 

正統的な経済学では ，企業は企業家をもって 代表せら 

れしかも彼は 完全な合理性を 追求できると 想定し ，そ 

れ 以上に複雑な 要素を導入することは 基本的にすべて 

拒否することになる。 いなむしろそのような 想定をし 

なければ，市場均衡を 首尾一貫して 説明することは 不 

可能でさえあ るように思われる。 これに対し経営学 

は，市場機構を 通じ個々の経済主体間に 財がどのよう 

に 配分されるかまた 配分さるべきかはさしあ たりラフ 

でもよく，反面，企業そのものの 構造と行動とを 理解 

し説明することこそ 最大の課題となっているから ，経 

済学のいう「企業家」をもって 満足しえないばかり 

か ，さらに深く 企業の現実に 即して理解しなければな 

らないのであ る。 そしてこのような 事情から，経済学 

とは異なった 研究方法が経営学では 追求されることに 

なる。 すなわち主体的な 意思決定過程の 研究，これで 

あ る。 

さて人間は具体的な 行為に先立ち 意思決定を行な 

う ，すなわちいかなる 行為をすべきかの 選択なくし 

て，行為の具体的過程はあ りえないからであ る。 その 

意味では「意思決定」は 人間にかかわるすべての 諸科 

学の基礎をなすものであ ることは明らかであ る。 しか 

しそうは言っても 研究領域によって ，意思決定過程を 

どれだけ重視するかには ， ( たとえそれぞれの 分野で， 

「意思決定」というコトバが 用いられるとしても ) 大 

いなる差異があ る。 経済学は多数の 人々の経済行為の 

相互作用の結果に 関心をもつから ，個々の経済行動の 

力の及ぶ範囲などマイクロの 次元は殆んど 重要問題と 

はなりえない。 またそれと同時に ，経済学 は ，現実の 

人間の多重な 相互作用・依存関係を ，極端に切詰め 最 

少化した点でもきわめて 特異な研究領域となってい 

る。 ロビンソン・クルーソー 的 経済人 像 には他者の存 

在さえ視野に 入っていない。 他者が存在ししかもそれ 

々の経済主体の 行動は，これを atomistjc で negligible 

なものとして ， またそれらの 相互作用も市場における 

財の取引だけに 限定するなら ，市場経済は 天体の運行 

にも似て，マイクロ 次元の影響は 無限に小さく 限定さ 

れ，かくしてマクロ 的な力学法則のみが 純粋なかたち 

で 現れることになる。 経済学が社会科学の 範 畦 にあ り 

ながらその学問的実体は 物理学・力学のアナロジーを 

もって展開されていることは ，すでに周知のところで 

あ ろう。 

他方経営学は ， 個々の企業を 直接研究対象とする 点 

で ，すなわち相対的にマイクロ・レベルの 問題を設定 

している点で ，経済学とは 視野を異にしている。 そし 

て企業を真に 理解しようとするならば ( 「企業」をと 

くに問題としてとりあ げなければならない 理由つまり 

経営学存立の 根拠は ， 別にこれを論じなければならな 

いが， ここでさしあ たり積極的には 2 点消極的にはⅠ 

  点だけ指摘しておくならば ，企業のもっ 社会的影響力 

の大きさとその 実体解明の難しさ ，それに既存の 企業 

理論では現実の 企業を適切にとらえることができない 

という点にあ るといえよう ), ただちに企業を 動かす 

人々の意思決定過程が 重大な問題になってくることは 

避けられない。 けだし，企業の 現実をみる者は ，企業 

行動がそこにおける 人々の意思により 左右されている 

ことを知っているからであ る。 ( ㎡ croeconomics では 

個々の経済主体が 経済システムそのものを 彼らの意思、 

によって動かしうるとは 考えていない。 ) また逆に， 

企業成員による 主体的な意思決定が ，みずからの 企業 

の運命になんの 影響ももたらさないと 考えるなら，人 

間はそもそも 経営行為をおこそうとも 思わないであ 

ろ う 。 かくして経営学が 用いる 鍵 概念は，個人レベル 

・組織レベルの 意思決定過程であ り，また用いる 論理 

も「因果論」的であ るという よ り ， ( それを踏まえた 

しかしそれと 勿論同じではない ) 「目的・手段」的で 

あ ると い わなければならない。 企業における 成員はな 

にを意図し，いかなる ， ぼ 報にもとずき ，どのように 結論 

をひきだすのか ，これらの点を 現実に即して 解明する 

ことなく企業行動は 説明できないであ ろうし，また 行 

動指針を提示することもできないであ ろう。 経営学が 

研究対象とする「企業」は ，経済学の研究対象と 違っ 

て ，それ自体意思をもった 1 つ め システムであ り， そ 
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は 将来に不確実性が 存在する状況に 拡張しょうとする 

時，それぞれに 困難があ ったことは，すでに 上述の 

Simon の 策 1 論文・第 2 論文でみた通りであ る。 た 

しかに，例えば 選択理論に不確実性を 導入する通例の 

方法は ， 1 つあ るいはそれ以上の 変数の将来の 値につ 

いての知識が ，確率分布で 与えられると 仮定すること 

であ ろう。 しかしそれが ，人間が不確実な 将来につい 

て予測する時もっとも 普通に用いられる 方法であ るか 

否かは，きわめて 疑わしい。 販売責任者に「今後 1 年 

間の月毎の売上げは ， どの位の数量になるか」を 推定 

させることはできるであ ろう。 しかし「今後 1 年間の 

月毎の売上げの 同時確率分布を 推定して欲しい」とい 

う間に ， 多くの販売責任者が 答えてくれるかは 多分に 

疑問であ る。 まだゲームの 理論や統計的決定理論が 想 

定している「合理性」が 人間の側にたとえ 備わって い 

るとしても，それでほそれらの 理論はいったいどこ 迄 

到達したのであ ろうか。 その結論は， vonNeuman& 

Morgenstem みずから指摘するごとく ，きわめてア イ 

ロニカルであ る。 「もしもチェスの 理論が現実に 完全 

にわかってしまえば ，プレ イ することの意味はなにも 

ない。 その理論は ， " 白の勝ち " " 引き分け " " 黒の勝 

ち " のうちいずれが 実際に生ずるかを 示すことにな 

り， したがって勝敗は 始まる双に決まってしまう… 

…。 しかしわれわれの 証明は， これら 3 者のうちの上 

っ ( しかも 1 つ のみ ) が正しいことを 保証するのでは 

あ るが，真のⅠつを 定める実用可能な 方法を与えるも 

のではない。 この相対的・ 人間的困難性は ， " 良い " チ 

ェスを構成する ，不完全で試行錯誤的・ 発見的 (heu. 

nsti ㏄ ) な 指し方の使用を 余儀なくさせる (P.125) 」。 

選択問題あ るいは意思決定問題を ，人間の限られた 

判断能力の範囲内にもちこなための 単純化の鍵は ，経 

済理論やゲームの 理論あ るいはさらに 統計的決定理論 

が想定している「最大化」基準を ， 「満足化」基準に 

置き換えることであ る。 満足化を求める 人間行動の場 

合 には，同時確率分布を 推定したり，可能なすべての 

行動代替案に 完全かつ 無 矛盾な選好順位をつけたりす 

ることは，まったく 不必要なのであ る。 また不確実性 

のもとで複雑な 計算を行なうことなく 妥当な行動を 可 

能にするもう 1 つの鍵は，意思決定の 基礎をフィー ド 

      、 ソク 原理におくことにあ る 0 ここではあ る程度の犠 

牲で 意思決定者は ，将来の予測への 依存を回避でき ， 

かつ同時確率分布の 推定を完全に 避けることができ 

る。 

人間の思考能力 ( あ るいは計算能力 ) には，きわめ 

て重大な制約が 存在している。 換言すれば，現実世界 

において客観的に 合理的な行動をするために 解かなけ 

れ ば ならない問題空間の 大きさに較べれば ，それに対 

処する人間の 知的能力はきわめて 限られている。 これ 

を 「限定され・た 合理性」の原則とよぶ。 そしてこの原 

則が実際に正しいなら ぼ ，マイクロ理論における 伝統 

的な「企業の 理論」は，現実を 説明しえない。 経済理 

論における企業家は ，彼自身にとっての 外的な制約に 

よってのみ限界づけられている。 これに対し経常人 

は ，かれ自身の 心理的構造   たとえば意思疎通可能 
な人間の数，記憶可能な 情報量など   からも制約を 
うけている。 これらの限界が 生理的・固定的なもので 

はなく，大部分は 社会的・組織的 諸力 によって決まっ 

てくるという 事実は，経営理論をきわめて 巧妙に構築 

してゆかなければならないことを ，われわれに 要請し 

ている。 経営学が刺激に 富んだ，独自の 研究領域であ 

ることを認識することこそ ，そのような 要請にこたえ 

る出発点であ ろう。 

VI.  結 @&@ 
テ田 

「組織理論」は 元来，「企業理論」と 直接にかかわり 

をもつものであ ったわけでは 放い。 しかし企業が 現実 

に組織的実体を 備えるに至って ，実際には「企業」概 

念と「組織」概俳の 交錯は避けられないものとなって 

いた。 このような背景のなかでわれわれが 本稿のなか 

で 提示したものは ，企業理論との 比較において ，それ 

がとりあ げる論点に組織理論はいったいどこまで 発言 

し ぅ るか，ということであ った。 その結果は，企業行 

動を直接研究対象とし ，それについて 現実的な説明を 

与えようとするにのことが 経営学の課題そのものに 

ほかならないのであ るが ) かぎり，組織理論は 企業理 

論を包摂する ，より一般的な 理論であ ることが明らか 

となった。 「組織均衡」と「企業均衡」，「権 限」と「市 

場」，意思決定に 関する「限定された 合理性」と「全知 

的 合理性」，これら 3 点こそ他のなにものにもまして 

最もクルーシ ャル な点にほかならないが ， これら諸点 

において 両 理論の対比がなされ ，かっ若干の㎞ plica. 

tion がひきだされたわけであ る。 太稿 では，企業を 論 

ずる 2 つの研究領域 ( すなわち企業理論と 組織理論 

と ) が 対比されたが ， これだけの議論から 推測して 

も，経営学と 経済学との間にはかなり 明瞭な研究上の 
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区分があ ることは否定しえないであ ろう 0 かくてきわ 

めて当然のことながら ，経営学は経済学に 基礎をおく 

ものではなく ，それ自体の 基盤をもっものであ り，ま 

たもしかりに 現在の基盤が 適切なものでないなら ぼ ， 

経営学みずから 新しく self.made のものを構築してゆ 

かなけれ ば ならないのであ る。 , ．経営学がなにゆえに 形 

成され，またどのように 発達してきたかの 歴史的経緯 

をみるなら ぱ ，安易にその 学問的基礎を 他の領域から 

借用して済まされるものではない。 隣接諸科学との 学 

際的な交流は 十分に進めなければならないが ，そのた 

めには独自の 研究内容と研究方法とを 経営学みずから 

樹立することが 前提となる。 またそうでなけれ ば ，ニ 

ッチ (niche) 的住み分けによる 諸学問間の共存共栄 

(live and let live) もあ りえないであ ろう。 
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